
基幹水利施設管理事業補助金交付要綱 
平成 9年 11 月 20 日 
平成 13 年 3 月 15 日 
平成 21 年 6 月 30 日 
令和 3 年 4 月 1 日 
令和 6年  2月 21日 
令和 6年  6月 26日 

 
（趣 旨） 

第１条 基幹水利施設管理事業（以下「管理事業」という。）は、市町村等が土地改良区と連携 
   を図りつつ、大規模で公共性の高い基幹水利施設（ダム、頭首工、揚水機場、排水機場又

は排水樋門をいう。以下同じ。）について、地域の農業情勢及び社会経済情勢の変化に対

応した管理を行うことにより、その効用を適正に発揮させることを目的とする。 
   事業に要する経費に対して、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付

に関しては、沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭和４７年沖縄規則１０２号）に定め

るもののほか、この要綱の定めるところによる。 
   （補助対象事業、補助対象経費及び補助率） 
第２条 補助金の交付の対象となる事業、補助対象経費、採択基準及び補助率は、別表のとおり

とする。 
   （補助金の交付申請及び補助金交付決定前着手） 
第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、毎年度知事が定める

日までに、補助金交付申請書（様式第１号）を知事に提出しなければならない。 
２ 補助金の交付を受けようとする団体等は、補助金交付決定前に着手する必要がある場合には、

その理由を記載した補助金交付決定前着手届（様式第１号の２）を沖縄県知事に提出しなけれ

ばならない。 
   （交付決定の通知） 
第４条 知事は、補助金の交付を決定したときは、速やかに補助金交付決定通知書により、申請

者に通知しなければならない。 
   （補助事業の内容変更等） 
第５条 補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、第３条に規定

する補助金交付申請書の記載事項について、収支予算及び事業内容の変更をしようとする

ときは、あらかじめ変更承認申請書（様式第２号）を知事に提出して、その承認を受けな

ければならない。 
   （申請の取り下げ） 
第６条 補助事業者は、補助金の交付申請書を取り下げようとするときは、補助金の交付決定の

通知を受けた日から 30 日を経過する日までにしなければならない。 
   （着手報告） 
第７条 補助事業者は、補助金の交付決定の通知を受けた場合は遅滞なく事業に着手し、事業に

着手後速やかに事業着手届（様式第３号）を知事に提出しなければならない。 
   （遂行状況報告） 
第８条 補助事業者は、補助事業の遂行状況について、補助金の交付の決定に係る年度の各四半

期（第 4 四半期を除く）の末日現在の状況を翌月の 10 日までに遂行状況報告書（様式第

４号）を知事に提出しなければならない。 
   （実績報告） 
第９条 補助事業者は、補助事業の完了若しくは補助事業の廃止の承認を受けた日から起算して

20 日を経過した日、又は補助金の交付決定を受けた年度の 3月 31 日のいずれか早い期日

までに、実績報告書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 
２ 補助金交付決定のあった年度において完了しなかった補助事業については、翌年度の４月１

５日までに年度末実績報告書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。 
（完了予定日の変更） 

第１０条 補助事業者は、補助金が予定期間内に完了することが困難となったときは、予定期間

延長承認申請書（様式第７号）を知事に提出して、事前に承認を受けなければならない。 
  （補助金の概算払） 
第１１条 補助事業者は、補助金の概算払いを請求するときは、概算払請求書（様式第８号）を

知事に提出しなければならない。 



  （補助金の請求） 
第１２条 補助事業者は、補助金の額の確定通知を受けたときは、直ちに精算払請求書（様式第

９号）を知事に提出しなければならない。 
（補助金の経理） 
第１３条 補助事業者は、補助事業についての収支簿を備え、他の経理と区分して補助事業の収

入額及び支出額を記載し、補助金の使途を明らかにしなければならない。 
２ 補助事業者は、補助事業の支出額について、その支出内容を証する書類を整理し、収支簿と

ともに、補助事業完了の日の属する年度の終了後５年間、これを保存しなければならない。 
  （書類の経由等） 
第１４条 この要綱に基づき、補助事業者が知事に提出する書類は、正副各一部とし、所轄の農

林土木事務所又は農林水産振興センターを経由しなければならない。 
 
 
  附  則 
    この要綱は、平成 9 年 11 月 20 日から施行し、平成 9年度分の補助金から適用する。 

  ２ この要綱は、平成 13 年 3 月 15 日から施行し、平成 13 年度分の補助金から適用する。 
  ３ この要綱は、平成 21 年 6 月 30 日から施行し、平成 21 年度分の補助金から適用する。 
   ４ この要綱は、令和 3 年 4 月 1 日から施行し、 令和 3年度分の補助金から適用する。 
   ５ この要綱は、 令和 6年 2 月21日から施行し、 令和 5 年度分の補助金から適用する。 

６ この要綱は、 令和 6 年 6 月 26 日から施行し、 令和 6 年度分の補助金から適用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別  表（第２条関係） 
事業の種類 補助対象経費 採  択  基  準 補 助 率 
基幹水利施設

管理事業 

【一般型】 

管理費 
 
ア 整備費 
施設の適正管理

に必要な点検整備
費(電気設備の点
検・保守のため、電
気事業法(昭和39年
法律第 170 号）第 43
条の規定により配
置が義務付けられ
た電気主任技術者
に対する人件費を
含む。）、施設管理
費、施設費、調査費、
諸油脂費、整備補修
費及び委託費（人件
費を含む。）とする。
ただし、包括的民間
委託推進費の費用
を除くものとする。 
 

イ 電力料 
施設運用のため

に必要な基本電力
料及び使用電力料
とする。 

管理事業は、基幹水利施設であって
次の各号に掲げる全ての要件に該当す
るもの（これと一体的に管理する必要
のある施設を含む。）を管理の対象と
し、かつ、非農地率が概ね 10％以上で
あるものとする。 

(1) 農林水産大臣により管理を委託
されたものであること 

(2) 一施設ごとに受益面積が概ね 
  1,000 ha（畑地を受益地とするもの

にあっては 300ha）以上であること 

(3) 非農地率が概ね 10％以上あるこ
と 

(4) 下記に定める施設の規模等に係
る要件に該当するものであること 

  [ダム（地下ダムを含む）] 
   設計洪水量が概ね 300m3/s 以上

又は貯水量が概ね 2,500 千 m3 以上
であること 
[頭首工] 
 下記の要件のすべてに該当する
ものであること 

  ① 設計洪水量が概ね 300m3/s 以
上であること 

  ② ゲートを１門以上有すること 
③ 最大取水量が概ね 1.0m3/s 以
上であること 

[用水機場] 
 最大取水量が概ね 1.0m3/s 以上
であること 
[排水機場] 
 排水機の総口径が概ね 3,000mm
以上であること 
[排水樋門] 
 計画通水量が概ね15m3/s以上で
あること 

当該補助事業費
の 60％以内（ただ
し、地下ダムについ
ては 80％以内） 

【包括的民間

委託推進型】 

包括的民間委託推
進費 
 
ア 包括的民間委
託に係る調査、契約
書類の作成等に要
する費用 
イ 事業の採択を
申請する前年度以
前において、都道府
県又は市町村の職
員が自ら実施して
いた業務等を含め
て包括的民間委託
を行うことにより
追加的に必要とな
る費用 

一般型の要件に該当する施設である
こと。 

定額 



【省エネルギ

ー化推進型】 

支援金 
 
ア 基幹水利施設管
理事業実施要綱（平
成 8 年 7 月 31 日付
け8構改A第595号）
第2の3の⑴に定め
る省エネルギー化
推進計画（以下｢省
エネ計画｣という。）
に位置付けられた
取組に必要な費用 
 

イ 省エネ計画に位
置付けられた施設
に対する【一般型】
の管理費 

一般型の要件に該当する施設のう
ち、省エネ計画に基づいて、農村振興
局長が別に定める省エネルギー化及び
コスト削減の取組を行う施設を対象と
する。 

定額 

 


































